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【論文要旨】
原則として，「憲法上の権利」条項の名宛人は国家（公権力）である。この〈憲法上の権利条項
は，国家―国民の関係に適用される〉という垂直的な〔vertical〕立場に最も親和的であるのはア
メリカ合衆国であるとされており，その基礎にあるのは，修正14条によって「特定の性質を有す
る州の行為〔State action〕こそが禁じられる。個人による個々の権利侵害はこの修正条項の主題
ではない」というステイト・アクションの要件である。本稿は，〈合衆国憲法は，ステイト・アク
ションに適用されるのみであって私人の行為には適用されない〉という要件が現在までにどの程度
堅持され，私人間において「水平的効力」は生じないという確固たる結論が導かれてきたのか否か，
というステイト・アクション法理（＝「ステイト・アクションの要件に対する例外」の判例法理）
における問題を扱うものである。本誌48号では，ステイト・アクションの要件の意義およびステ
イト・アクション法理の展開を概観し，本号では，ステイト・アクション法理の理論的な分析を行
った上で，ステイト・アクション法理と「水平的効力」の問題を検討する。
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 ステイト・アクション法理の理論的分析
 ステイト・アクション法理に対する評価
ステイト・アクション法理に対しては，多くの論者が想定しているよりも混乱したものではない
とする評価148)もあるが，「法理の明確性の欠如を理由に批判が多く存在している｣149)。たとえば，
Charles L. Black は，当該法理を「湿気の多い反響している洞窟における懐中電灯なしでの出口捜
索のような感じがする」「ひどく崩壊した概念上の領域〔conceptual disaster area〕」と呼び150)，
その後に多くの論者がこのフレーズを引用してきた151)。現在においても，ステイト・アクション
法理は「アメリカ判例において最も複雑かつ一致を見ない法理の一つ」である152)。結果として，
「私的当事者はどんな行為が憲法上の制約に服するのかを知らないままであり，裁判所は適切なス
テイト・アクションの基準について十分に理解していないという完全なる混乱に緩やかに陥ってい
る」と評されている153)。
では，ステイト・アクション法理における理論上の混乱はどのような特徴を有するものであろう
か この点については「曖昧性〔vagueness〕」・「複雑性〔complexity〕」・「一貫性の欠如〔inco-
herence〕」という 3 つの特徴が指摘されている154)。
 ステイト・アクション法理における「曖昧性」
ステイト・アクション法理における「曖昧性」は，上記の種々の例外（＝()「公的機能」の例
外，（)政府による創設・強制・奨励の例外，（)「共生の関係」の例外，（)「関わり合い
〔entwinement〕」の例外）と当該事案の「事実」の関係から生じている。「ステイト・アクション
法理に関して，その混乱の最も絶えず言及される指標の一つは，事実が法を支配する―その判断
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が一般に適用可能な法的ルールよりも当該事案に特有の事実〔facts〕に基づいて行われる，とい
うことである｣155)。「ステイト・アクション法理の事実集約的〔fact-intensive〕適用｣156)の典型例
とされるのは，「事実を精査し状況を衡量すること〔sifting facts and weighing circumstances〕に
よってのみ，私的行為における不明瞭な州の関わり合いはその真の意味を帰され得る｣157)と判示し
た Burton 判決である。「共生の関係」の例外に関する判例である Burton 判決の法廷意見のアプロー
チは，「わいせつ性を判断するための Stewart 判事の有名な『それを見ればそうだと分かる〔I
know it when I see it〕』基準とは異なるものであ｣り158)，後の連邦最高裁も「〔Burton 判決の〕ケー
スにおいて体現された『共同関係』テスト」を「曖昧なもの」と判断している159)。しかしながら，
連邦最高裁は，ステイト・アクションの判断を「ある状況において連邦最高裁が直面する必然的に
事実に拘束された〔fact-bound〕審査」と認めており160)，Brentwood 判決においては「一律にス
テイト・アクションを認定するための必要条件として機能し得る事実は存在しないし，いかなる状
況も絶対的に十分であるものではない」としている161)。
ステイト・アクション法理の適用において当該事案の「事実」が重視されるとすれば，「どの事
実が真に問題となるのか，どれほど問題になるのか，なぜ問題になるのか，ということが明らかで
ない」162)ということは深刻な問題となり得るであろう。なぜなら，ステイト・アクション法理の
基本的な枠組み（各種の例外それ自体）が共有されていたとしても，結論がケース・バイ・ケース
の判断となる可能性が高まるからである163)。実際上，連邦最高裁が上記の種々の例外を適用する
際に採用してきたアプローチは，「当該当事者が州の行為者であるかを判断するために……様々な
特定のテストを別個に援用・適用するというステイト・アクションの分析に対する『ルール志向的
〔rule-oriented〕』アプローチ」と「諸状況の総合判断〔totality of the circumstances〕」アプローチ
の 2 つに分類することが可能である164)。
前者のアプローチを採用してきた代表的な人物と考えられるのは Rehnquist 判事である。たと
えば，法廷意見を執筆した Jackson 判決において，Rehnquist 判事は，（)「公的機能」の例外に
関して，「ステイト・アクションは伝統的かつ排他的に州に留保された権限の私的団体による行使
において存在する」とした上で165)，当該電力供給サービスは「公的機能」に該当しないと判示し，
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（)政府による創設・強制・奨励の例外に関しては，◯1 「ある事業が州の規制に服しているという
単なる事実は，それ自体によって当該行為を修正14条の意味における州の行為に変えるものでは
ない。……規制が広汎かつ細目にわたっているという事実も，……そのように変えるものではな
い｣166)，◯2 仮に州が「独占的地位〔monopoly status〕」を付与・保障していたとしても，「当該事
実は……〔電力供給〕サービスの打ち切りが修正14条の意味における『ステイト・アクション』
であるかを考慮する際に決定的なものではない｣167)，◯3 電力供給サービスの打ち切りの要請に対す
る州の公益事業委員会の承認は，サービスの打ち切りを積極的・主体的に命じるものではなく，
「当該公益事業体によって主導され，〔州の〕委員会によって承認された行為を『ステイト・アクシ
ョン』に変えるものではない」168)，と判示し，（)「共生の関係」の例外に関しては，Burton 判
決における事案のように州から当該公益事業体が施設を賃貸しているという事実は存在せず，「状
況における相違は法における相違を招来する｣169)と判示している。これに対して，Jackson 判決に
おける Douglas 判事の反対意見は，「ステイト・アクションのケースにおいて方向を決定づける問
いは，ただ一つの事実ないし関係が十分な程度の州の関わり合いを示しているかではなく，すべて
の関連する要素の総体が州の責任を認定させるものであるかである」とし，個々のテストを「順次
に〔seriatim〕」判断していくアプローチの先例性に疑義を呈している170)。当時において，Reh-
nquist 判事の「ルール志向的アプローチ」は，連邦最高裁のそれまでのアプローチと比較して「新
しい分析手法」であると評された171)。
後者のアプローチは，Burton 判決を典型とするものであり，換言すれば「なされた行為に関す
る総合的な状況における現実的で細心の注意を要する〔delicate〕州の関わり合いの評価｣172)であ
る。このアプローチは，Rehnquist 判事が法廷意見を執筆したステイト・アクション法理に関する
判例においては採用されてこなかったが，2001年の「関わり合い」の例外に関する判例である
Brentwood 判決の法廷意見において再び採用されることとなった。そこでは，本事案における種
々の「事実が他の〔ステイト・アクション法理の〕基準においては重要なものとされないと指摘す
ることによって，ステイト・アクションという結論は左右されない」と判示されている173)。ステ
イト・アクション法理の一つに数えられる「関わり合い」の例外は「諸状況の総合判断」アプロー
チそれ自体であるとも推察されよう。
Rehnquist 判事の「ルール志向的アプローチ」はステイト・アクション法理における「曖昧性」
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を解消しようとするものとして評価できるが，Brentwood 判決において優勢となった「諸状況の
総合判断」アプローチの「曖昧性」は，現在において「柔軟性」という長所とされているようにも
思われる。注意すべきは，「ステイト・アクション法理を再定式化する Rehnquist の業績は比較的
確固たるものとされたままである」174)ということである。ステイト・アクション法理における「公
的機能」の例外について，〈「公的機能｣＝｢伝統的かつ排他的に州に留保された」機能〉と再定式化
した上で，白人の予備選挙の事例や会社町の事例に事実上その射程を限定したことに代表される，
ステイト・アクションの要件を厳格化（ステイト・アクション法理の射程を限定）した Rehnquist
判事の「法理」も同様に存在し続けており，その一定の「明確性」は「硬直性」という短所とされ
ている175)。
 ステイト・アクション法理における「複雑性」
ステイト・アクション法理における「複雑性」は，「公私区分」という問題と密接に関連してい
る。端的にいえば，「ステイト・アクション法理の行う基本的任務―あらゆる憲法上の保護が適
用される公的領域とそれが適用されない私的領域を区分すること―は，分析上の複雑性に満ちて
いる」ということである176)。もっとも，1940年代にステイト・アクション法理が誕生する以前に
は，〈合衆国憲法は，ステイト・アクションに適用されるのみであって私人の行為には適用されな
い〉という要件は字義通りのものであり，当該行為がステイト・アクションであるかの判断は容易
いものであった。しかし，ステイト・アクション法理における「州の責任」の認定はかなりの難題
であり177)，政府による創設・強制・奨励の例外や「共生の関係」の例外のようなケースでは，直
接的に「私人」ではなく「政府〔state〕」の責任が追及されるべきであるとも考えられる178)。ま
た，1937年の「ニュー・ディール憲法革命」が「州の責任」の性質に関しての概念を新たなもの
としたことも「複雑性」を増す一因となっている。
「ニュー・ディール憲法革命」の後も「連邦最高裁は，分離された公的領域と私的領域の境界を
示し続けている」が179)，Louis Michael Seidman と Mark V. Tushnet は，「〔ステイト・アクショ
ンの判断における〕混乱は，ずさんな推論や原理に基づかない法理の操作の産物ではない。これは
リーガル・リアリストとニュー・ディールから継承した法文化における憲法についての考え方の基
本的な困難に起因するものである」と分析している180)。ニュー・ディール以後，従来「自由」と
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考えられてきた領域に対して，政府は社会・経済立法等によって「介入」を行うという選択肢を得
ることとなった。その結果，「州と当該行為を訴えられた私的行為者の間の多少の関係ないし責任
を認定すること」は簡単となったが，「州の責任に関するどんな実例が，要求される十分さ〔sig-
niˆcance〕を有すると考えられるか（強調原文）」はかなりの難題となったのである181)。さらに，
その議論は「作為〔action〕」と「不作為〔inaction〕」の区分にも及ぶこととなる。
言葉としての「ステイト・アクション」は，〈合衆国憲法は，ステイト・アクションに適用され
るのみであって私人の行為には適用されない〉という前者に着目した意味とは異なるもう一つの意
味を有している。それは，〈合衆国憲法は政府の不作為〔inaction〕ではなく作為〔action〕を禁止
するものである〉という後者に着目した意味である。合衆国憲法は，「消極的権利〔negative
rights〕」を規定するのみであり，政府による不当な行為＝作為〔action〕からアメリカ人民を保護
するものであって，その不作為〔inaction〕に対して保護を与えるものではないとされている182)。
この点に関する判例として挙げられるのが，1989年の DeShaney v. Winnebago County Depart-
ment of Social Services183)である。Rehnquist 判事の法廷意見は，「デュー・プロセス条項における
文言それ自体は，市民の生命，自由，および財産を私的行為者による侵害から保護することを州に
要求するものではな」く，「この文言が〔州によらない〕他の手段を通じて当該利益が侵害されな
いように保障する積極的義務〔a‹rmative obligation〕を州に課すものである，と正当には拡張さ
れ得ない」と判示した184)。そして，「一定の限られた状況において，合衆国憲法が特定の個人に関
するケアと保護の積極的義務を州に課しているということは確かである｣185)が，それは「州がある
者を監護下に置いて本人の意に反して拘束する場合に，合衆国憲法は州にこの人物の安全と一般福
祉に対する一定の責任を引き受ける相応の義務を課す」というようなものである186)。本事案にお
いて，ウィスコンシン州の社会福祉事務所は父親による虐待の事実を知りながら児童を公的な保護
施設に引き取るといった措置を行わなかっただけであり，州の管理下で虐待が行われたわけではな
い。また，その父親は州の行為者でもないことから，州と個人の間に「特別な関係〔special
relationship〕」は認められず，州が児童を保護する義務を負うことはないとした187)。基本的に，
州の積極的義務の問題は，連邦憲法の関心事ではなく州の判断に委ねられているというのが連邦最
高裁の考えであり，修正14条が提供するものではない「警察署が……より良い警備が防いだかも
―  ―
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しれない犯罪に対して財政的に責任を負うとされるシステム」を州法の下で構築することは妨げら
れないという判示188)もそのことを示すものであろう。ステイト・アクション法理との関係でいえ
ば，Flagg Brothers 判決において，連邦最高裁は「州の不作為〔inaction〕を『承認〔authoriza-
tion〕』ないし『奨励〔encouragement〕』とみなすという単純な手法によって先例が私的行為に修
正14条の制約を課すのを認めている，という見解を明らかに拒否してきた」としている189)。しか
しながら，連邦最高裁は，近隣のリンゴ園に病気を移すおそれがあることを理由にヒマラヤ杉の伐
採を認めた州法が正当な補償なく私有財産を公用収用することとなるかという修正 5 条の問題が
争われた1928年の Miller v. Schoene190)において，「仮に，現在の州法を制定する代わりに，州が
何もしないことによって州内のリンゴ園に対する重大な侵害を許容した〔permitted〕としても，
それはそれにもかかわらず一つの選択であっただろう」と判示している191)。したがって，政府は
「作為〔action〕によってヒマラヤ杉の木を壊滅させることも不作為〔inaction〕によってリンゴの
木を壊滅させることもなし得る」のである192)。そうだとすれば，「作為」と「不作為」の区分それ
自体も疑わしいものとなっており，結果的に，当該行為がステイト・アクションであるかの判断は
ますます複雑なものとなってきていると考えられる。
 ステイト・アクション法理における「一貫性の欠如」
論理的にいえば，ステイト・アクション法理は当該行為が合衆国憲法の適用される「ステイト・
アクション」であるか否かを決定する「入口〔threshold〕審査」として機能しており，「ステイ
ト・アクションの問題は……実体と……分離可能な入口問題を提起するものであり，争われている
私的行為の価値と原告によって主張される権利の価値を衡量するのは不適当である｣193)。その一方
で，「争われた行為の公私の性質決定を実体的な憲法規範の適用と別個の入口審査とみなすことに
よって，ステイト・アクション法理は……ステイト・アクションの実例を憲法上の審査から不当に
保護している」のではないか，という疑義も呈されることとなる194)。
実際上，ステイト・アクション法理に関連する判例を分析すると，「憲法上保護された強力な私
的な対抗利益が存在する場合や当該事案が人種差別の主張を伴わない場合には，連邦最高裁がステ
イト・アクションを認定する可能性は低い」と結論づけられている195)。先に見たように，（）
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「公的機能」の例外が認められた事例（＝白人の予備選挙の事例，公園の事例（Newton 判決），陪
審制度における諸手続に関する事例），（)政府による創設・強制・奨励の例外が認められた事例
（＝政府による運営の事例，人種制限的約款に関する司法的執行の事例（Shelley 判決），理由不要
の陪審員忌避の事例，差別を奨励するイニシアティブの事例），（）「共生の関係」の例外のリー
ディング・ケースは，いずれも人種差別に関連するものであった。このことからすれば，ステイ
ト・アクション法理は私人間訴訟において主張される憲法上の権利の内容によって別個に運用され
てきた，とも推察される196)。また，連邦最高裁はステイト・アクションの問題を「入口問題」と
常に捉えてきたわけではなく，「1960年代後半，連邦最高裁の構成は変化し始め，実体的な文脈へ
の言及が諸判事の意見から消滅した」という分析もなされている197)。
ステイト・アクション法理が「法理」とされる限りにおいて，「一貫性の欠如」は大きな問題で
ある。以下では，ステイト・アクション法理の「一貫性の欠如」という問題に対して，理論家が提
唱してきたステイト・アクション法理の再構成論を概観していくこととする。
 ステイト・アクション法理の再構成論
「一貫性」のあるステイト・アクション法理の再構成論として広く注目を集めてきた見解として
は，Erwin Chemerinsky の「ステイト・アクションの要件廃止論」と Cass R. Sunstein の「ステ
イト・アクション遍在論」が挙げられる。
Chemerinsky は，すでに多くの論者によって「ステイト・アクション概念は決して合理的ない
し一貫して適用され得ない」と判断されてきており，ステイト・アクション概念については再検討
する必要があるとする199)。その上で，「不可避の結論は，〔ステイト・アクション〕法理はアメリ
カ法から追放されるべきである，というものである」と主張する199)。理由としては，ステイト・
アクションの要件の存在理由とされてきた「個人の自律の領域を維持すること」および「州の主権
の領域を維持すること」という目的にとって，ステイト・アクションの要件は「逆効果〔counter-
productive〕」であることが挙げられる200)。
まず，Chemerinsky は，「我々は，ある者の憲法上の権利を侵害する自由が支持されるときには
必ず，被害者の自由が犠牲にされているということを思い起こさなければならない」と主張す
る201)。「個人の自律の領域の維持」に関しては，「ステイト・アクション概念は，問題となってい
る競合する権利を完全に無視し，もっぱら行為者の固有の性質〔identity〕に基づいて選択を行う
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ものであ」り202)，「真の目的が個人の自由を保護することであるならば，ステイト・アクションの
審査を完全に消去し，個々の事案において，侵害者と被害者のどちらの自由が支持されるべきかを
直接的に問うことが賢明である」と結論づけられる203)。このように，両当事者の競合する権利に
着目するアプローチは個人の自由の保障を最大化するものであるが，私的な人種差別の場合のよう
に「ステイト・アクションが存在すると判断する際に，裁判所はすでに一定の衡量を行って」おり，
「当該衡量は裁判所によって隠蔽され，ステイト・アクションが存在するかという問題の背後に隠
されている」のが現状である204)。Chemerinsky によれば，このようなプロセスを顕在化する「衡
量」モデルによって競合する利益を明確化し，それに関する他の事例にも適用可能なルールを形成
していくことが，個人の自律の領域を最もよく保障する手法であるとされている。次に，「州の主
権の領域の維持」に関しては，「ステイト・アクションの要件を州の主権を保護する手法とみなす
ことは，憲法上州の機関に留保された領域が存在するという誤った前提に基づ」くものであり，
「州の権利が個人の権利よりも重要であること―南北戦争以来，一貫して拒否されている前提」
に基づくものである205)。現在においては，連邦議会は州際通商条項によって人種差別に対処する
法律を制定する権限を有しており，「私的な権利侵害の防止は州に排他的に委ねられているもので
はない」との批判がなされている206)。
上記の Chemerinsky の見解は，「合衆国憲法は社会道徳の法典とみなされる」ものであるという
前提207)から，連邦議会・州議会・州裁判所による「他の救済が存在しない場合には，連邦裁判所
は保護を提供するということが不可欠である」とし208)，実体審査において「当該行動に対する十
分にやむにやまれぬ正当化がない場合には，憲法上の権利に含まれる価値も私的行為を制限する権
利として承認されるべきである」と主張するものである209)。もっとも，「憲法上の原理を私的行為
に適用することは，あらゆる個人の行為が政府に要求されるのと同じ基準を充たさなければならな
い，ということを意味するものではな」く210)，政府とは異なり「個人は結社の自由ないしプライ
バシーを自身の行為を正当化するために主張し得る」という点はますます重要性を有することとな
る211)。また，「いつか公私区分がますます不明瞭なものとなって批判の対象とされるとき，何が区
分の基礎となるべきか，何がそれぞれの領域の内容とされるべきかを考慮することが必要となる。
私は，ステイト・アクションの要件の廃止によってその分析が大きく改善されることとなると信じ
―  ―
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ている」としており212)，「ステイト・アクション概念を廃止することは，公的領域と私的領域の区
分を消去するものではな」く，「公的活動と私的活動を区分する境界としてのステイト・アクショ
ンを消去すること」である点にも留意すべきである213)。
これに対して，Sunstein の見解は，「ステイト・アクションは常に存在している｣214)というもの
である。Sunstein は，まず，〈合衆国憲法は，政府の行為に適用されるのみであって私人の行為に
は適用されない〉という理解を前提とする「いわゆるステイト・アクション法理はアメリカ立憲主
義の基盤である」とする215)。そして，「理論的にいえば，法的テストは，政府の公務員が問題とな
っている行為に関わり合っているかによって左右され得る」こととなる216)。しかし，政府の公務
員は絶えず種々の法を執行しており，「背後に存在する州の公務員の関わり合いが『ステイト・ア
クション』を生じさせるのに十分なものであるならば，全体のカテゴリーは途方もなく広汎なもの
となるであろう」とし217)，「事実上，裁判所は，政府の公務員が争われている問題に関わり合って
いるかを問うことによってステイト・アクションの事例を解決しているのではない」と分析す
る218)。正確にいえば，「〔ステイト・アクション〕法理は，まったく『アクション〔action〕』に関
するものでなく，むしろ〔status quo の〕中立性〔neutrality〕という概念に基礎を置くものであ
る｣219)。したがって，ステイト・アクション法理では，ニュー・ディール以前において「自然
〔natural〕」または「前政治的〔pre-political〕」とみなされてきたような「既存の〔富や資源の〕配
分およびコモン・ローが，介入〔intervention〕を評価する基準を提供する」こととなる220)。この
ような理解によれば，中立的なベースラインからの離脱がステイト・アクションを構成し，「コモ
ン・ローにおいて認められた利益の保護はステイト・アクションではない一方で，その他の利益の
保護はそのようにはみなされない」という結論が導かれる221)。たとえば，住宅に関連する人種差
別を禁止する州法はステイト・アクションである一方で，当該州法の廃止は単にコモン・ロー上の
ベースラインに戻すだけのものであるからステイト・アクションではないと判断される。
しかしながら，Sunstein は，「現状中立性〔status quo neutrality〕は，まさに，所有権を含めた
我々の権利が法の創造物〔creations of law〕であるという事実を見落としている限りにおいて，
誤りである」と主張する222)。もっとも，このことは「公的行為と私的行為の境界が存在しないと
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いうことでも，私的行為が憲法上制限されるということでもない｣223)。「ステイト・アクション法
理は，関連する事案において問題となっているステイト・アクションが，関連のある合衆国憲法の
規定に違反するかの審査を要するものである（強調原文）」から，「州が何をなしたかを同定し，そ
れを原告の援用した憲法上の規定の下で評価することは常に必要である｣224)。Sunstein によれば，
私人の行為の背後に援用・執行可能な財産や契約に関する法が存在する限りにおいて「ステイト・
アクションは常に存在しており，真の問題は実体を伴うものである（強調原文）」から225)，たとえ
ば，Shelley 判決の事案は，「ステイト・アクションについての困難な問題ではな」く（＝裁判所
による人種制限的約款の執行はステイト・アクションそのものである），「平等保護条項の趣旨につ
いての困難な問題である」と理解されることとなる226)。
上記の Sunstein の見解は，「ステイト・アクションの問題に関する多くの議論……は，州が係争
中の取り決め〔arrangements〕において存在しているという点を無視していることから，混乱し
ているように思われる」というものである227)。ただし，「自身の見解は，『あらゆることがステイ
ト・アクションである』ということや，通常の人々の決定が憲法上の制約に服するということを主
張するものではない」と注意喚起されている点には留意すべきである228)。すなわち，「合意に至っ
た私的な人々の決定は完全にステイト・アクションではない」という前提は崩されていないのであ
る229)。
 小 括
ステイト・アクション法理における理論上の混乱に関しては，「曖昧性」・「複雑性」・「一貫性の
欠如」という 3 つの特徴が挙げられる。第一に，「曖昧性」という観点からは，「ステイト・アク
ション法理の事実集約的〔fact-intensive〕適用」が問題となる。ステイト・アクション法理の適用
において当該事案の「事実」が重視されるとすると，ステイト・アクション法理の基本的な枠組み
（各種の例外それ自体）が共有されていたとしても，結論がケース・バイ・ケースの判断となる可
能性は高まると考えられる。実際にも，連邦最高裁は，（）「公的機能」の例外，（)政府による
創設・強制・奨励の例外，（）「共生の関係」の例外，（）「関わり合い」の例外といった例外を
適用する際に，「ルール志向的アプローチ」と「諸状況の総合判断」アプローチという 2 つの異な
るアプローチを採用してきた。前者のアプローチは，上記の種々の例外を「順次に〔seriatim〕」
判断していく Rehnquist 判事によって採用された手法である。それに対して，後者のアプローチ
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は，Burton 判決を典型とするものであり，2001年の「関わり合い」の例外に関する判例である
Brentwood 判決の法廷意見において再び採用されることとなった手法である。Rehnquist 判事の
「ルール志向的アプローチ」はステイト・アクション法理における「曖昧性」を解消しようとする
ものとして評価できるが，一定の「明確性」を志向する Rehnquist 判事のステイト・アクション
法理の「再定式化」自体は「硬直性」という短所を有していると捉えられている。その一方で，
「諸状況の総合判断」アプローチは Brentwood 判決において優勢となり，現在においてその「曖昧
性」は「柔軟性」という長所とも捉えられている。第二に，「複雑性」という観点からは，
「ニュー・ディール憲法革命」の後に混迷を極めることとなった「公私区分」とステイト・アク
ション法理の関係性が問題となる。ニュー・ディール以後，従来「自由」と考えられてきた領域に
対して，政府は社会・経済立法等によって「介入」を行うという選択肢を得ることとなり，政府と
私的行為者の間に一定の関係ないし責任を認定すること自体は簡単となった。しかし，そのような
政府の責任がステイト・アクションを認定するのに十分なもの〔signiˆcant〕であるかを判断する
のはかなり難しくなったのである。さらに，連邦最高裁は「州の不作為〔inaction〕を『承認
〔authorization〕』ないし『奨励〔encouragement〕』とみなすという単純な手法によって先例が私
的行為に修正14条の制約を課すのを認めている，という見解を明らかに拒否してきた」と判示し
ているが230)，「作為」と「不作為」の区分それ自体も疑わしいものとなっており，結果的に，当該
行為がステイト・アクションであるかの判断はますます複雑なものとなってきていると考えられ
る。第三に，「一貫性の欠如」という観点からは，ステイト・アクション法理は，当該行為が合衆
国憲法の適用される「ステイト・アクション」であるか否かを決定する単なる「入口審査」として
機能しているのか，実際には「実体判断」を伴うような形で展開されてきたのか，が問題となる。
一定程度の「曖昧性」と「複雑性」は法理論に共通する特徴であるとすれば231)，ステイト・アク
ション法理における最大の問題は「一貫性の欠如」である。
ステイト・アクション法理の「一貫性の欠如」という問題に対して，理論家の提唱してきたステ
イト・アクション法理の再構成論として広く注目を集めてきた見解が，Chemerinsky の「ステイ
ト・アクションの要件廃止論」と Sunstein の「ステイト・アクション遍在論」である。まず，
Chemerinsky の見解は，その存在理由とされる「個人の自律の領域の維持」と「州の主権の領域
の維持」という目的にとって，ステイト・アクションの要件は不必要かつ有害なものであるから，
廃止されるべきであるというものである。その代わりに，実際に連邦最高裁も採用してきたと考え
られる実体判断のプロセスを顕在化する「衡量」モデルによって両当事者の競合する権利・利益を
明確化し，それに関する他の事例にも適用可能なルールを形成していくことが，個人の自律の領域
を最もよく保障する手法とされている。しかし，「衡量」モデル自体は多くの論者によって支持さ
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れてきたものであるが232)，合衆国憲法を政府の行為を制約する法典というよりも「社会道徳の法
典」であると定義するこの見解に対しては，合衆国憲法が私的行為を制約するものとされれば，
「自由の擁護者としてのその立場を維持するというよりも，多くの者にとって……規制手段とな
り，他者の憲法上の権利に関する司法によってなされた境界設定に自身の行為が違反する可能性を
恐れて，民衆が絶えず肩越しに見るのを強いられる厄介なもの〔annoyance〕となる」という懸念
が表明されている233)。次に，Sunstein の見解は，私人の行為の背後に援用・執行可能な財産や契
約に関する法が存在する限りにおいて「ステイト・アクションは常に存在している」というもので
ある。換言すれば，「ニュー・ディールが真剣に考えられるならば，ステイト・アクションの要件
が難解かつ一貫性のないものであるということではなく，政府の〔創設した〕ルールが，財産，契
約および不法行為に関する権利行使の背後に存在しているということにな」り234)，当該ルールに
依拠する私的行為にはステイト・アクションが遍在していると主張するものである。この見解に対
しては，Shelley 判決の分析において「背後に存在する執行される州法の合憲性ではなく，裁判所
による人種制限的約款の執行がステイト・アクションであるか……という伝統的な問題に焦点を当
てている」としてその論理一貫性に疑義が呈されている235)。
ステイト・アクション法理の「一貫性の欠如」という問題に対して「一貫性」のある形で再構成
を行ったと評価し得る両者の見解は，いずれも連邦最高裁（連邦裁判所）に私人間訴訟における憲
法上の実体判断を行う権限を肯定するものであるが，なぜ「裁判所」が「衡量」を行うこととなる
のかという理由を明確に説明するものではない。「ステイト・アクション法理の物語は……連邦最
高裁と連邦裁判所の組織構築の物語の一部であ」り236)，「裁判所」という組織の性質および権限と
いう観点から，連邦最高裁（連邦裁判所）が私人間訴訟において憲法上の実体判断を行うこととな
るか否かは別途検討されなければならない。
 ステイト・アクション法理と「水平的効力」
 Shelley判決再訪
「裁判所」という組織の性質および権限という観点から，連邦最高裁（連邦裁判所）が私人間訴
訟において憲法上の実体判断を行うこととなるか否かに関して最も問題となるのは，Shelley 判決
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237) Shelley, 334 U.S. at 14.
238) See BeVier & Harrison, supra note 32, at 1801.
239) Van Alstyne & Karst, supra note 232, at 44.
240) Steven R. Swanson, Discriminatory Charitable Trusts: Time for a Legislative Solution, 48 U. PITT. L. REV.
153, 177 (1986).
241) Glennon & Nowak, supra note 232, at 226227.
242) Id. at 259.
243) Id. at 239.
244) TRIBE, supra note 28, at 1697.
245) TRIBE, supra note 148, at 259.
において示された〈「州裁判所および公的資格における司法職員の行為は修正14条の意味における
州の行為であるとみなされることとなる｣237)＝裁判所の行為はステイト・アクションである〉とい
うテーゼである。人種制限的約款に関する司法的執行の事例である Shelley 判決は，現在までその
射程が明示的に拡張される兆しはなく238)，「文句なく正しい」が「答えよりも多くの疑問を提起し
ている」と評されている239)。その結果，Shelley 判決は「裁判所によって踏襲されるよりも多くは
ロー・レビューの論文において議論され」てきており240)，その正当化根拠が議論の対象となって
きた。Shelley 判決の正当化根拠としては，裁判所による両当事者の憲法上の権利の衡量アプロー
チを提示したものであるとする見解と「人種差別」事案に射程を限定する見解が主張されている。
前者の論者である Robert J. Glennon と John E. Nowak は，「連邦最高裁は，競合する個々の私
的権利によって促進または制限される価値を衡量することによってステイト・アクションの事例を
判断している」と主張する241)。すなわち，実際上，連邦最高裁は「特定の権利に加えられる損害
および主張される権利の価値と争われた非政府的行為の価値を衡量するプロセス｣242)を採用してき
ており，ステイト・アクションであるか否かの結論は当該衡量によって導かれたものであると考え
られる。Glennon と Nowak によれば，Shelley 判決の事案では「連邦最高裁は，人種的少数者の
メンバーに財産を売りたいという現所有者の願望や少数者の人種のメンバーに加えられる制限的約
款による損害よりも，財産の前所有者の利益を優越させるように州が財産権を規定し得るかという
判断を強いられ｣243)，それに消極的な結論を下したのが Shelley 判決であると分析される。
それに対して，後者の代表的な論者である Laurence H. Tribe は，「連邦最高裁は，州裁判所が
約款を実際に執行したという事実で，……ステイト・アクションを認定したように見える，しかし
ながら論理一貫させれば，そのような理由づけは，個人が後に潜在的な司法的執行の保護を求める
ときにはほとんどいつでも，私的な取り決めを憲法上の基準に服さしめるのを個人に要求すること
となる」と推論する244)。他方で，Shelley 判決に対する従来の批判は，「『州の行為者』の審査を強
調することによって最初から失敗しており，そのことで州裁判所が州の機関であるかという入口問
題を裁判所が修正14条に違反したかという実体審査と混同している」ものである245)。Tribe によ
れば，Shelley 判決の事案において，「人種差別的な約款を無効とすることの州裁判所による拒絶
は……まさに州の法的命令を合衆国連邦最高裁の法廷に提起するのに必要とされる明白な州の行為
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246) Id. at 260.
247) Id.
248) See Mark D. Rosen, Was Shelley v. Kraemer Incorrectly Decided? Some New Answers, 95 CAL. L. REV. 451,
458470 (2007).
249) Parks v. ``Mr. Ford'', 556 F.2d 132, 13536 n.6a (3d Cir. 1977).
250) United Egg Producers v. Standard Brands, Inc., 44 F.3d 940, 943 (11th Cir. 1995).
251) See Daniel J. Solove & Neil M. Richards, Rethinking Free Speech and Civil Liability, 109 COLUM. L. REV.
1650 (2009).
252)「約束的禁反言」とは，「約因（consideration）のない約束で，もし約束者が受約者が約束を守るであろ
うという合理的期待をもつべきでかつ受約者が実際にも約束を守ったとするならば，その約束に拘束力
を与えなければ生ずる不正義を避けるために，その約束は拘束力を与えられるべきでありしかるべき救
済策を認められるべきであるという法理」をいう（小山貞夫編『英米法律語辞典』（研究社，2011年）
883頁）。
253) 501 U.S. 663 (1991).
〔overt state act〕であった」のであり246)，「Shelley 判決における真の『ステイト・アクション』
は，人種差別的な州の政策の典型である―ミズーリ州の文面上差別的な一連のコモン・ローおよ
び制定法であった」と理解されることとなる247)。また，下級審248)においても，たとえば，「州裁
判所が，法によって強制されるのではなく許容される行為をなす私人の権利を執行するケース」に
おいて「ステイト・アクションは，Shelley 判決……の理論が適用可能であるときに限って認定さ
れており，この理論は人種差別に関係する事案に限定されてきた」と判示されている249)。
Shelley 判決の正当化根拠に関しては，裁判所による両当事者の憲法上の権利の衡量アプローチ
を提示したものであるとする見解は，なぜ Shelley 判決においての

み

〈裁判所の行為はステイト・
アクションである〉という論理が全面的に承認されたのかという理由を積極的に提示するものでは
なく，「Shelley 判決の射程は，人種差別のコンテクストの外では定義されていないままである｣250)
という「人種差別」事案に射程を限定する見解が妥当であろう。だが，〈裁判所の行為はステイ
ト・アクションである〉という論理は，連邦最高裁によって Shelley 判決を明示的に引用すること
なしに採用され続けてきたという可能性を排除することはできない。以下では，〈裁判所の行為は
ステイト・アクションである〉という論理について検討していくこととする。
 〈裁判所の行為＝ステイト・アクション〉という論理
契約法・不法行為法・財産法の各領域において，連邦最高裁が（ステイト・アクションの要件に
ついて詳細に検討することなく）〈裁判所の行為はステイト・アクションである〉という論理を採
用した判決の存在が確認される251)。
まず，契約法の領域では，取材源を秘匿するという約束の下で情報を提供された新聞社による情
報提供者の実名報道が州法上の「約束的禁反言〔promissory estoppel〕」252)に違反するかが争われ
た Cohen v. Cowles Media Co.253)において，「法的義務が……〔州〕裁判所の職務上の権力を通し
て執行されることとなる」ということは「修正14条の意味における『ステイト・アクション』を
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256) 376 U.S. 254 (1964).
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Takings）をめぐって―」明海大学不動産学部論集 1 号（1993年）1 頁以下，永松正則「司法による収
用―STOP THE BEACH RENOURISHMENT, INC. v. FLORIDA DEPARTMENT OF ENVIRON-
MENTAL PROTECTION (560 U. S. ____ (2010), 130 S. Ct. 2592）」島大法学56巻 4 号（2013年）121
頁以下，米谷壽代「アメリカ環境規制に伴う収用補償理論の展開」静岡大学法政研究19巻 2 号（2015年）
49頁以下。
259) 560 U.S. 702 (2010).
構成するのには十分である」と判示されている254)。もっとも，実体の問題として，「修正1条は
〔「約束的禁反言」のような一般的に適用される〕法理のプレスに対する適用を禁じるものではない」
とされている255)。
次に，不法行為法の領域では，新聞に掲載された虚偽の記載がある意見広告によって名誉を毀損
されたとして公安委員が提起した著名な名誉毀損訴訟である New York Times Co. v. Sullivan256)に
おいて，以下のように判示されている。
「『修正14条は州の行為に対して向けられるものであって私的行為に向けられるものではない』
という〔命題が第一の問題となる〕。この命題は当該事案にはあてはまらない。本件は私的当
事者間の民事訴訟であるが，……〔州〕裁判所は，憲法上の言論とプレスの自由に対して無効
な制約を課していると上告人が主張する州の法準則を適用した。法が民事訴訟において適用さ
れたことや，制定法によって補完されているけれどもコモン・ローのみが適用されたことは問
題ではない。……判断基準は，州の権力が用いられた形式ではなく，形式が何であれ，そのよ
うな権力が実際に行使されたか否かである。」257)
最後に，財産法の領域で興味深いのは，近時の「司法による収用〔judicial taking〕」258)に関する
Stop the Beach Renourishment, Inc. v. Florida Dept. of Environmental Protection259)である。本事
例は，ハリケーンで浸食された海岸の復元を目的とする州による埋立事業が臨海権（臨海地に対す
る自然堆積を受ける権利および直接所有地から海岸に接する権利）を奪う正当な補償のない収用に
該当するかが争われたものであり，Scalia 判事の相対多数意見は以下のように判示している。
「収用条項……は，特定の部門や機関の行為に向けられたものではない。これは単に行為に関
係するものである……。正当な補償なしに私有財産を収用する州の権力の存在ないし範囲が収
用行為をなす統治機関によって変化する，と述べることに条文上の正当性は存在しない。……
収用条項が立法府の決定によって行うのを禁じていることを，州は裁判所の決定で行い得ると
いうのは不条理である。」「司法機関によってなされる収用は特別な扱いを受ける資格があると
いう立場を支持する先例はなく，実際にはその逆である。」「収用条項は，州が正当な対価を支
払うことなしに私有財産を収用するのを禁止しており，どの部門が収用を行った機関であるか
―  ―
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STITUTIONAL LAW 186 (Mark Tushnet, Thomas Fleiner & Cheryl Saunders eds., 2013).
265) Gardbaum, supra note 235, at 421.
266) 合衆国憲法 6 条 2 項は，「この憲法，これに準拠して制定される合衆国の法律，および合衆国の権限に基
づいて締結されまた将来締結されるすべての条約は，国の最高法規である。各州の裁判官は，各州の憲
法または法律中に反対の定めある場合といえども，これに拘束される」と規定している（初宿＝辻村編・
前掲注16）85頁［野坂泰司訳］）。
は問題ではない。……州が物理的に財産を収用したり，規制によって財産的価値を破壊した場
合と同様に，仮に立法府または裁判所が一度確立された〔established〕私有財産の権利をもは
や存在しないと宣言した場合には，当該財産は収用されたこととなる（強調原文）」260)。
上記では，裁判所の判決による財産権の侵害が「収用」に該当するかという意味での「司法による
収用」の可能性について肯定的な判断がなされている。これに対しては，「相対多数意見の論理が，
財産権をめぐる紛争において広く一連の個人の権利を衡量するという Shelley 判決の暗黙の約束
〔implicit promise〕を復活させ得る（必然的に復活させなければならない）ものである，と論じる
のはナイーヴであろう」とも指摘されている261)。しかし，「Shelley v. Kraemer を起源とする司法
の行為＝ステイト・アクションという理論……を受け入れることなしに連邦最高裁が司法による収
用を承認し得るとは考えられない｣262)。
 ステイト・アクション法理と「水平的効力」
比較憲法の観点からすれば，〈裁判所が憲法上の人権規定によって拘束される〉という論理は一
定の「水平的効力〔horizontal eŠect〕」を生じさせるものであると考えられている263)。上記のよ
うに〈裁判所の行為はステイト・アクションである〉という論理が Shelley 判決を明示的に引用す
ることなしに採用され続けてきたことからすれば，「ステイト・アクション法理と水平的効力は対
立概念とみなされるべきではない｣264)と捉える余地は十分にある。その点から興味深いのは，「あ
らゆる法は合衆国憲法に服する」という「強い間接的水平的効力〔strong indirect horizontal eŠect〕」
の立場にアメリカを分類する Stephen Gardbaum の見解である265)。
Gardbaum は，最高法規条項266)が「あらゆる法を，完全に，直接的かつ平等に合衆国憲法に服
さしめることとなる―そこには契約法，財産法，雇用法，不法侵害法および遺言法を含んでいる
―ので，私的行為者間の訴訟において援用される法の合憲性が争われている場合には，現在存在
しているケース・バイ・ケースの基準によって解決されるステイト・アクションという本案と区別
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267) Gardbaum, supra note 235, at 391.
268) Id. at 433.
269) Id. at 449.
270) See Gardbaum, supra note 5, at 395.
された入口問題は存在すべきではない」と主張する267)。ただし，「民事訴訟において問題となって
いる法を合衆国憲法に服さしめるということは，違憲の法は無効または執行不能であるから私的行
為者はそれに依拠することができないということを意味するのみであ」り，「私的行為者が民事訴
訟において違憲の法に依拠し得ないとしても，行為者の私的な地位は……政府はなし得ないが個人
はなし得るその他の多くの行為も存在しているので，重要なままである｣268)。たとえば，文面上中
立的な「一般的ルールが人種制限的約款という特定の状況に適用される場合，……重要な問題は，
当該法の差別的効果ではなく，申立人が証明しなければならない事実の一つが購入しようとする者
の人種である限りにおいて，その適用は必然的に執行を行う裁判所に対して人種を意識した
〔race-conscious〕行為への従事を要求するということであ」り，結果として，そのような文面上中
立的な法の適用は違憲（当該人権制限的約款は執行不能）と判断されることとなる269)。
Gardbaum の見解は，最高法規条項に着目し，連邦最高裁（連邦裁判所）が私人間訴訟において
憲法上の実体判断を行うこととなる理由を積極的に提示するものとして評価できる。重要であるの
は，〈合衆国憲法は，ステイト・アクションに適用されるのみであって私人の行為には適用されな
い〉というような垂直的な立場と「（憲法上の人権規定が私人に憲法上の義務を直接的に課すもの
ではない）間接的水平的効力」は矛盾するものではないという点である270)。
 検 討
「裁判所」という組織の性質および権限という観点から，連邦最高裁（連邦裁判所）が私人間訴
訟において憲法上の実体判断を行うこととなるか否かに関して最も問題となるのは，Shelley 判決
において示された〈裁判所の行為はステイト・アクションである〉というテーゼである。Shelley
判決の射程それ自体は「人種差別」事案に限定されようが，〈裁判所の行為はステイト・アクショ
ンである〉という論理は，連邦最高裁によって Shelley 判決を明示的に引用することなしに契約
法・不法行為法・財産法の各領域で採用され続けてきたのも事実である。比較憲法の観点からすれ
ば，〈裁判所が憲法上の人権規定によって拘束される〉という論理は一定の「水平的効力」を生じ
させるものであると考えられており，ステイト・アクション法理と「水平的効力」が完全に矛盾す
るものではないと捉える余地は十分にあるということとなる。
「あらゆる法は合衆国憲法に服する」という「強い間接的水平的効力」の立場にアメリカを分類
する Gardbaum の見解は，最高法規条項に着目し，「裁判所」が合衆国憲法によって拘束される組
織であるという観点から，連邦最高裁（連邦裁判所）が私人間訴訟において憲法上の実体判断を行
うこととなる理由を積極的に提示するものとして評価できよう。重要であるのは，〈合衆国憲法は，
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271) United States v. Carolene Products Co., 304 U.S. 144, 152 n.4 (1938).
272) Strauss, supra note 47, at 413.
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ステイト・アクションに適用されるのみであって私人の行為には適用されない〉というような垂直
的な立場と「（憲法上の人権規定が私人に憲法上の義務を直接的に課すものではない）間接的水平
的効力」は矛盾するものではないという点である。
もっとも，「裁判所」という組織の権限という観点から，連邦最高裁（連邦裁判所）が私人間訴
訟において憲法上の実体判断を行うこととなる理由についてはさらなる補強が必要である。David
A. Strauss によれば，「特定の宗教……，民族……，人種に属する少数者……を対象とする制定法
の審査」では「より厳格な司法審査」が要求され得ることを示唆する Carolene Products 判決の論
理271)は，「裁判所が立法府よりも人種差別の問題への対処にはより適している」ということを正当
化するものであり，ステイト・アクション法理の解釈にも反映されるべきものであると理解されて
いる272)。また，Mark Tushnet は，「司法部が切り離され孤立した少数者〔discrete and insular
minorities〕を保護する特別に正当な理由を有しているならば，そのような保護は作為同様に不作
為にも拡張されなければならず，……積極的な政府の行為同様に，文面上『中立的な』背景にある
権利〔background entitlement〕の政府による執行にも拡張されなければならないこととなる」と
している273)。修正14条の平等保護条項が一定の私的な人種差別を防ぐ「積極的（保護）義務」を
課しているとすれば，政府による当該義務の不履行に対して連邦最高裁（連邦裁判所）が私人間訴
訟において憲法上の実体判断を積

極

的

に

行う権限も認められることとなろう。上記の論理は，ステ
イト・アクション法理における種々の例外が認められた事例の多くがいずれも人種差別に関連する
ものであったという連邦最高裁の判例にも適合するものである。
 おわりに
現在においても，「憲法上の権利」条項の名宛人に関するアメリカの立場の基礎とされるのは，
修正14条によって「特定の性質を有する州の行為こそが禁じられる」一方で「個人による個々の
権利侵害はこの修正条項の主題ではない」とした1883年の Civil Rights Cases である。ここで問題
となるのは，〈合衆国憲法は，（修正13条を除いて）ステイト・アクションに適用されるのみであ
って私人の行為には適用されない〉という要件が現在までにどの程度堅持され，私人間において
「水平的効力」は生じないという確固たる結論が導かれてきたのか否か，である。
ステイト・アクションの要件に対する「例外」の判例法理である「ステイト・アクション法理
（＝(）「公的機能」の例外，（)政府による創設・強制・奨励の例外，（）「共生の関係」の例
外，（）「関わり合い〔entwinement〕」の例外）」に関しては，「1940～1960年代」と「1970年代
以降」に時期を分けて概観すると，前者ではすべてのケースでステイト・アクションの存在が認め
られたのに対して，後者ではステイト・アクションの要件を厳格化（＝前者におけるステイト・ア
―  ―
クション法理の射程を限定）する方向に変化したと理解できる。また，ステイト・アクションの存
在が認められた事例の多くはいずれも人種差別に関連するものであった。
上記のステイト・アクション法理における理論上の混乱に関しては，「曖昧性」・「複雑性」・「一
貫性の欠如」という 3 つの特徴が挙げられる。「曖昧性」という観点から問題となるのは「ステイ
ト・アクション法理の事実集約的〔fact-intensive〕適用」であり，「複雑性」という観点から問題
となるのは「ニュー・ディール憲法革命」の後に混迷を極めることとなった「公私区分」とステイ
ト・アクション法理の関係性である。だが，ステイト・アクション法理における最大の問題は「一
貫性の欠如」であると考えられ，Chemerinsky の「ステイト・アクションの要件廃止論」と Sun-
stein の「ステイト・アクション遍在論」が「一貫性」のあるステイト・アクション法理の再構成
論として広く注目を集めてきた。両者の見解は，いずれも連邦最高裁（連邦裁判所）に私人間訴訟
における憲法上の実体判断を行う権限を肯定するものであるが，なぜ「裁判所」が「衡量」を行う
こととなるのかという理由を明確に説明するものではないと考えられる。
「裁判所」という組織の性質および権限という観点から，連邦最高裁（連邦裁判所）が私人間訴
訟において憲法上の実体判断を行うこととなるか否かに関して最も問題となるのは，Shelley 判決
において示された〈裁判所の行為はステイト・アクションである〉というテーゼである。Shelley
判決の射程それ自体は「人種差別」事案に限定されようが，〈裁判所の行為はステイト・アクショ
ンである〉という論理は，連邦最高裁によって Shelley 判決を明示的に引用することなしに契約
法・不法行為法・財産法の各領域で採用され続けてきている。上記からすれば，比較憲法上，〈裁
判所が憲法上の人権規定によって拘束される〉という論理は一定の「水平的効力」を生じさせるも
のであると考えられており，ステイト・アクション法理と「水平的効力」が完全に矛盾するもので
はないと捉える余地は十分にあるということとなる。そこで注目されるのが，「あらゆる法は合衆
国憲法に服する」という「強い間接的水平的効力」の立場にアメリカを分類する Gardbaum の見
解である。この見解は，最高法規条項に着目し，「裁判所」が合衆国憲法によって拘束される組織
であるという観点から，連邦最高裁（連邦裁判所）が私人間訴訟において憲法上の実体判断を行う
こととなる理由を積極的に提示するものとして評価できよう。重要であるのは，〈合衆国憲法は，
ステイト・アクションに適用されるのみであって私人の行為には適用されない〉というような垂直
的な立場と「（憲法上の人権規定が私人に憲法上の義務を直接的に課すものではない）間接的水平
的効力」は矛盾するものではないという点である。もっとも，「裁判所」という組織の権限という
観点から，連邦最高裁（連邦裁判所）が私人間訴訟において憲法上の実体判断を行うこととなる理
由についてはさらなる補強が必要であり，Carolene Products 判決の論理をステイト・アクション
法理の解釈に反映する Strauss の見解が注目される。そして，Tushnet が指摘するように，修正14
条の平等保護条項が一定の私的な人種差別を防ぐ「積極的（保護）義務」を課しているとすれば，
政府による当該義務の不履行に対して連邦最高裁（連邦裁判所）が私人間訴訟において憲法上の実
体判断を積

極

的

に

行う権限も認められることとなる。上記の論理は，ステイト・アクション法理に
―  ―
おける種々の例外が認められた事例の多くがいずれも人種差別に関連するものであったという連邦
最高裁の判例にも適合するものであると考えられる。
したがって，アメリカ合衆国では，〈合衆国憲法は，ステイト・アクションに適用されるのみで
あって私人の行為には適用されない〉という要件は現在まで堅持されてきたが，ステイト・アクシ
ョン法理によって私人間において「水平的効力」は生じないという確固たる結論が導かれてきたわ
けではない。後者に関しては，最高法規条項によって「裁判所」が合衆国憲法に拘束され，修正
14条の平等保護条項が一定の私的な人種差別を防ぐ「積極的（保護）義務」を課すものであるこ
とから，連邦最高裁が私人間訴訟において憲法上の実体判断を積

極

的

に

行うこととなり，結果とし
て「間接的水平的効力」は生じることとなる，という連邦最高裁の判例に整合的なステイト・アク
ション法理の再構成が可能である。 （完）
